
Ⅱ 放課後児童支援員等資質向上研修事業 

 

１ 趣旨・目的 

  「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（平成 26 年厚生労働省令第

63 号。以下「基準」という。）第 10 条第１項に規定する放課後児童支援員及び同条第２

項に規定する補助員（以下「放課後児童支援員等」という。）等に対して必要な知識及

び技術の習得並びに課題や事例を共有するための研修を行うことにより、放課後児童支

援員等の資質の向上を図るものである。 

 

２ 実施主体 

  実施主体は、都道府県又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）とする。 

ただし、実施主体が資質向上研修を実施する上で適当と認める民間団体等に事業の全部

又は一部委託することができるものとする。 

 

３ 研修対象者 

（１）放課後児童健全育成事業実施要綱（平成 27 年５月 21 日雇児発 0521 第８号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知）別添１に基づく放課後児童健全育成事業を行う者に

従事する放課後児童支援員等及び放課後児童健全育成事業の運営主体の責任者並びに

放課後児童健全育成事業の活動に関わるボランティアなど。 

（２）「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金実施要領（学校を核とした地域力強

化プラン）」（平成 27 年３月 31 日文部科学省生涯学習政策局長・初等中等教育局長

裁定）に基づき放課後や週末等において、学校の余裕教室等を活用して全ての子供た

ちの安全・安心な活動場所を確保し、学習や様々な体験活動・交流活動の機会を定期

的・継続的に提供する放課後等の支援活動（以下「放課後子供教室」という。）の担

当者及び事業が円滑に運営されるためにこれらの者と連携・協力を行う学校の教職員

など。 

 

４ 研修の内容 

（１）都道府県が実施する研修 

   放課後児童支援員等に対して資質の向上を図るために必要な知識及び技術の習得の

ための研修を市町村と連携して実施する。 

   実施に当たっては、放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放課後児童健全育

成事業所」という。）の運営や子どもの育成支援に関する事項について、専門的な知

識・技術が求められるものや多くの放課後児童健全育成事業所で共通の課題になって

いるものをテーマとすること。 

  ＜主な具体例＞ 

  ○ 実践発表会 

  ○ 放課後児童健全育成事業の役割と運営主体の責務 
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  ○ 発達障害児など配慮を必要とする子どもへの支援 

  ○ 子どもの発達の理解 

  ○ 子どもの人権と倫理 

  ○ 個人情報の取扱いとプライバシー保護 

  ○ 保護者との連携と支援 

  ○ 家庭における養育状況の理解 

  ○ いじめや虐待への対応  など 

 

（２）市町村が実施する研修 

   放課後児童支援員等に対して資質の向上を図るために、課題や事例を共有するため

の実務的な研修を都道府県と連携して実施する。 

   実施に当たっては、放課後児童健全育成事業所の運営や子どもの育成支援に関する

事項について、基礎的な知識や事例、技術等の共有を図ることを目的としたテーマと

すること。 

なお、いくつかの市町村が合同で実施することも可能である。 

  ＜主な具体例＞ 

  ○ 事例検討（ワークショップ形式） 

  ○ 放課後児童健全育成事業に関する基礎的理解 

  ○ 安全指導と安全管理、危機管理 

   ・ 救急措置と救急対応（実技研修） 

   ・ 防火、防災、防犯の計画と対応 

   ・ 事故、けがの予防と事後対応等 

   ・ アレルギーの理解と対応、アナフィラキシーへの対応 

  ○ おやつの工夫と提供時の衛生、安全 

  ○ 放課後児童健全育成事業所における遊びや製作活動、表現活動 

  ○ 育成支援に関する記録の書き方と工夫 など 

 

５ 留意事項 

（１） 放課後児童健全育成事業における障害児の受入れを推進し、適切な対応を図るため、

研修内容に必要な知識の習得や実践的な指導技術に関する援助方法を盛り込むなど、

障害児対応を行う放課後児童支援員等の資質の向上に努めること。 

（２）放課後子供教室の担当者に対する研修を併せて実施する場合には、放課後子供教室

及び放課後児童健全育成事業それぞれの担当者又は放課後児童支援員等が両研修を相

互に受講できるよう連携を図るとともに、両研修内容の整合性や日程等にも配慮する

こと。 

（３）受講者名簿の管理等、研修受講者の受講履歴が確認できるよう必要な記録の整備に

配慮すること。 

 



６ 研修参加費用 

  研修参加費用のうち、教材等に係る実費相当部分、研修会場までの受講者の旅費及び

宿泊費については、受講者等が負担するものとする。 

 

７ 費用の補助 

  国は、都道府県又は市町村が実施する事業に対して、別に定めるところにより補助す

るものとする。 


